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国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学事業報告書

「Ⅰ はじめに」

本学は、学部をもたない大学院大学として、情報科学、バイオサイエンス、物質創

成科学とこれらの融合分野の教育研究に取り組むほか、研究成果を社会の発展や文化の

創造に資するため、学外との密接な連携・協力を推進しています。

本学を含め国立大学法人をとりまく経営環境は、極めて厳しいものになっています。

国立大学法人の財政的基盤である運営費交付金は、いわゆる骨太の方針２００６に基づ

き△１％の適用を受け年々削減されており、本学では平成２１年度は対前年度△５１百

万円となっています。また、国の総人件費改革に準じた人件費削減目標として、中期計

画において平成１８年度から平成２１年度までに概ね４％の人件費の削減計画を掲げて

います。さらに、少子化の影響や理科離れなど複合的な要因による大学院への志願者の

減少傾向が全国的に見られます。

また、一昨年策定された「教育振興基本計画」において、今後５年間に取り組むべき

施策として、世界最高水準の卓越した教育研究拠点の形成、大学院教育の組織的展開の

強化、国際化の推進等が盛り込まれているところであります。

このような状況の中、本学は、平成２１年度も昨年度に引き続き、中期目標・計画の

達成に向けて、学長リーダーシップの下、各種事業を概ね順調に実施することができま

した。

教育面では、大学院教育改革支援プログラム等の競争的資金や運営費交付金（特別教

育研究経費）「大学院教育グローバル化プログラム」を活用し、大学院教育の実質化及

び国際化を進めました。研究面では、ＩＥＥＥ等の国際学会や「Ｍｏｌｅｃｕｌａｒ

Ｃｅｌｌ」等の科学雑誌において研究成果を発表（国際誌への論文発表７０６件、査読

付き国際学会論文３０５件、国際学会発表６０７件）するとともに、グローバルＣＯＥ

プログラム等により、国際的に卓越した教育研究拠点形成に取り組みました。また、受

託研究（８９件、１，１６４百万円）、共同研究（６６件、１４７百万円）の受入を行

い、産官学連携による研究を推進して研究対象の拡充と質の向上を図るとともに、諸競

争的資金を活用し、特任教員、ポスドク研究員を雇用して、研究推進体制の充実を図っ

た。産学連携面では、大学知的財産本部整備事業等を活用し、産官学連携推進本部にお

いて、知的財産の創出・管理・活用をさらに進めるとともに、国際的な産官学連携の推

進体制を強化し、海外企業とのライセンス契約等も積極的に展開しました。

「Ⅱ 基本情報」

１．目標

２０世紀は科学技術が高度に進歩し、社会に大きな変化をもたらしたが、人間の諸活

動に起因する物心両面における環境悪化によって、人類の存続さえ危ぶまれる状況をも

作り出した。２１世紀には、これらの問題の解決とともに、多様な研究の推進と次代を
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担う人々への全人的な教育が大学に必要であり、大学で得られた独創的・先端的な研究

成果と養成された人材が社会の発展や文化の創造に積極的に貢献することが基本とな

る。そのために、本学の目標を以下のように定める。

◇基盤的な学問領域「情報科学」、「バイオサイエンス」及び「物質創成科学」を深化

させるとともに、融合領域へ積極的に取り組み、最先端の問題の探求とその解明を目

指す。

◇社会の要請が強い課題について積極的に取り組み、次代の社会を創造する国際的水準

の研究成果を創出する。

◇体系的な教育課程と研究活動を通じて、高い志をもって科学技術の推進に挑戦する人

材及び国際社会で指導的な役割を果たす人材を養成する。

◇倫理観はもとより、広い視野、論理的な思考力、積極的な行動力、総合的な判断力、

さらに豊かな言語表現能力を修得できる教育を実施する。

◇研究成果を人類の知的財産として蓄積するとともに、産学官連携を推進し、大学の研

究成果を社会全体に還元する。

２．業務内容

（１）目的

学部を置かない国立の大学院大学として、最先端の研究を推進するとともに、その成

果に基づく高度な教育により人材を養成し、もって科学技術の進歩と社会の発展に寄与

することを目的としている。

（２）理念

○先端科学技術分野に係わる高度な研究の推進

○国際社会で指導的な役割を果たす研究者の養成

○社会・経済を支える高度な専門性を持った人材の養成

○社会の発展や文化の創造に向けた学外との密接な連携・協力の推進

（３）理念の実現に向かって

○研究

① 情報・バイオ・物質創成の学問領域に加え、融合領域への積極的な取り組みに

より、新たな学問領域の開拓を図り、最先端の問題の探求とその解明を目指す。

② 社会の要請が強い課題についても積極的に取り組み、次代の社会を創造する国

際的水準の研究成果の創出を図る。

○教育

① 体系的な授業カリキュラムと研究活動を通じて、科学技術に高い志をもって挑

戦する人材、および社会において指導的な立場に立てる人材を養成する。

② そのためには、研究者、技術者である前に、人間として備えておくべき倫理観
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はもとより、広い視野、理論的な思考力、積極的な行動力、総合的な判断力、さ

らには豊かな言語表現能力を備えた学生の教育を実施する。

○社会との連携・協力

① 大学の研究成果を社会全体に還元する有効なシステムである産学官連携の一層

の推進・拡大を通じて、大学と産業界等とが相互に刺激し合うことにより研究の

活性化・高度化を図る。

② 研究成果を人類の知的財産として蓄積するとともに、その活用を通じて新産業

を創出することにより、地域社会のみならずわが国の経済発展に貢献する。

３．沿革

平成 ３年１０月 奈良先端科学技術大学院大学設置

附属図書館（電子図書館）及び情報科学研究科 設置

平成 ４年 ４月 バイオサイエンス研究科及び情報科学センター 設置

平成 ５年 ４月 情報科学研究科 博士前期（修士）課程学生受入れ

遺伝子教育研究センター 設置

平成 ６年 ４月 バイオサイエンス研究科 博士前期（修士）課程学生受入れ

６月 先端科学技術研究調査センター 設置

平成 ７年 ４月 情報科学研究科 博士後期（博士）課程学生受入れ

保健管理センター 設置

平成 ８年 ４月 バイオサイエンス研究科 博士後期（博士）課程学生受入れ

附属図書館開館

５月 物質創成科学研究科 設置

平成１０年 ４月 物質創成科学研究科 博士前期（修士）課程学生受入れ

物質科学教育研究センター 設置

平成１２年 ４月 物質創成科学研究科 博士後期（博士）課程学生受入れ

平成１４年 ４月 情報科学研究科 情報生命科学専攻 設置・学生受入れ

平成１６年 ４月 国立大学法人 奈良先端科学技術大学院大学 設立

４．設立根拠法

国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）

５．主務大臣（主務省所管局課）

文部科学大臣（文部科学省高等教育局国立大学法人支援課）
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６．組織図

７．所在地

（１）本部 奈良県生駒市

（２）東京リエゾンオフィス(NAIST東京事務所) 東京都港区

（３）東大阪リエゾンオフィス(NAIST東大阪事務所) 大阪府東大阪市

８．資本金の状況

１８，８１４，４３３，１６３円（全額 政府出資）

９．学生の状況（平成２１年５月１日現在）

総学生数 １，０４５人

博士（前期）課程 ７４５人

博士（後期）課程 ３００人

理事

学長

理事・副学長 理事・事務局長理事・副学長

情報科学センター

バイオサイエンス研究科

遺伝子教育研究センター 物質科学教育研究センター

情報処理学専攻 情報システム学専攻

情報基礎学講座

ソフトウェア基礎学講座

コンピュータ設計学講座

インターネット工学講座

自然言語処理学講座

知能情報処理学講座

像情報処理学講座

音情報処理学講座

ｲﾝﾀﾗｸﾃｨﾌﾞﾒﾃﾞｨｱ設計学講座

情報生命科学専攻

ｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞ･ｱｰｷﾃｸﾁｬ講座

ソフトウェア工学講座

情報コミュニケーション講座

視覚情報メディア講座

応用システム科学講座

システム制御・管理講座

ロボティクス講座

ソフトウェア設計学講座

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ･ｱｰｷﾃｸﾁｬ講座

環境知能学講座

データベース学講座

論理生命学講座

生命機能計測学講座

生命システム学講座

構造生物学講座

システム細胞学講座

比較ゲノム学講座

蛋白質機能予測学講座

細胞生物学専攻 分子生物学専攻

細胞構造学講座

細胞機能学講座

細胞内情報学講座

細胞間情報学講座

植物組織形成学講座

植物代謝調節学講座

遺伝子発現制御学講座

分子神経分化制御学講座

形質発現植物学講座

動物細胞工学講座

生体情報学講座

原核生物分子遺伝学講座

植物分子遺伝学講座

動物分子遺伝学講座

植物遺伝子機能学講座

動物遺伝子機能学講座

細胞増殖学講座

分子発生生物学講座

分化・形態形成学講座

生体高分子構造学講座

生体機能制御学講座

物質創成科学専攻

量子物性科学講座

凝縮系物性学講座

複雑系解析学講座

高分子創成科学講座

光機能素子科学講座

情報機能素子科学講座

微細素子科学講座

反応制御科学講座

バイオミメティック科学講座

エネルギー変換科学講座

超分子集合体科学講座

生体適合性物質科学講座

光情報分子科学講座

超高速フォトニクス講座

ナノ構造磁気科学講座

教育研究支援部

経営企画部

監査室

企画総務課

学生課

研究協力課

学術情報課

人事課

会計課

施設課

監事

事務局

物質創成科学研究科情報科学研究科

産官学連携推進本部

知的財産本部

・知的財産部

・ビジネス・イノベーション部

ＴＬＯ部

先端科学技術研究調査部

産官学連携室

先端科学技術研究調査センター

附属図書館

奈良先端科学技術大学院大学

機構図

環境安全衛生管理室
学長補佐

※ * は、平成20年度との相違点

国際連携推進本部

男女共同参画室

保健管理センター

副学長 副学長
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１０．役員の状況

（平成２２年３月３１日現在）

役職 氏名 任期 経歴

学長 磯貝 彰 平成 21 年 4 月 1 日～ 平成 6 年 4 月 奈良先端科学技術大学院大学バイオ

平成 25 年 3 月 31 日 サイエンス研究科教授

平成 10 年 4 月 同バイオサイエンス研究科長

(平成 12 年 3 月まで)

平成 16 年 4 月 同バイオサイエンス研究科長

(平成 17 年 3 月まで)

平成 17 年 4 月 同理事（兼副学長）

（平成 19 年 3 月まで）

平成 19 年 4 月 同名誉教授

平成 19 年 4 月 同特任教授（平成 21 年 3 月まで）

平成 21 年 4 月 同学長

理事・ 村井 眞二 平成 21 年 4 月 1 日～ 昭和 62 年 8 月 大阪大学工学部教授

副学長 平成 23 年 3 月 31 日 平成 10 年 4 月 同大学院工学研究科教授

（研究、 平成 10 年 4 月 同先端科学技術共同研究センター長

教育、 （平成 12 年 3 月まで）

学術情報、 平成 11 年 8 月 同大学院工学研究科長・工学部長

情報管理、 （平成 13 年 8 月まで）

中期目標・ 平成 14 年 4 月 同名誉教授

中期計画、 平成 14 年 4 月 科学技術振興機構研究成果活用プラ

大学評価、 ザ大阪館長（平成 21 年 3 月まで）

人権問題・ 平成 15 年 6 月 同研究開発戦略センター上席フェロ

男女共同参 ー（平成 18 年 3 月まで）

画担当） 平成 17 年 4 月 奈良先端科学技術大学院大学理事

（非常勤）（平成 21 年 3 月まで）

平成 18 年 4 月 科学技術振興機構研究開発戦略セン

ター特任フェロー

（平成 21 年 3 月まで）

平成 21 年 4 月 奈良先端科学技術大学院大学理事

（兼副学長）

平成 21 年 4 月 科学技術振興機構 JST イノベーショ

ンプラザ大阪総館長

理事・ 新名 惇彦 平成 21 年 4 月 1 日～ 平成 4 年 8 月 大阪大学工学部教授

副学長 平成 23 年 3 月 31 日 平成 6 年 4 月 奈良先端科学技術大学院大学バイオ
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（産官学連、 サイエンス研究科教授

地域連携、 平成 14 年 4 月 同バイオサイエンス研究科長

広報、国際 （平成 16 年 3 月まで）

交流、環境 平成 20 年 4 月 同名誉教授

安全衛生管 平成 20 年 4 月 株式会社植物ハイテック研究所取締

理担当） 役会長（平成 21 年 3 月まで）

平成 21 年 4 月 奈良先端科学技術大学院大学理事

（兼副学長）

理事・ 澤田 公和 平成 21 年 4 月 1 日～ 平成 11 年 4 月 文部省学術国際局学術情報課専門員

事務局長 平成 23 年 3 月 31 日 平成 12 年 10 月 同学術情報課学術情報基盤整備推進

（財務、教 室情報研究推進専門官

職員の人事 平成 13 年 1 月 文部科学省大臣官房人事課福利厚生

労務、施設、 室専門官

事務総括 平成 13 年 7 月 同人事課専門官

担当） 平成 14 年 1 月 同人事課栄典班主査

平成 15 年 1 月 同人事課総務班主査

平成 16 年 4 月 京都大学人事部長

平成 19 年 4 月 同総務部長

平成 20 年 4 月 奈良先端科学技術大学院大学理事

（兼事務局長）

理事 畚野 信義 平成 21 年 4 月 1 日～ 平成元年 6 月 郵政省通信総合研究所長

（非常勤） 平成 23 年 3 月 31 日 平成 5 年 8 月 東海大学総合科学技術研究所教授

（学長から 平成 9 年 7 月 財団法人テレコム先端技術研究支援

の特命事項 センター専務理事

担当） 平成 13 年 6 月 株式会社国際電気通信基礎技術研究

所代表取締役副社長

平成 13 年 10 月 同基礎技術研究所代表取締役社長

平成 19 年 6 月 同基礎技術研究所相談役

平成 21 年 4 月 奈良先端科学技術大学院大学理事

監事 稲垣 卓 平成 20 年 4 月 1 日～ 昭和 61 年 4 月 大阪教育大学教育学部教授

（非常勤） 平成 22 年 3 月 31 日 平成 14 年 6 月 同学長

平成 20 年 3 月 同退職

平成 20 年 4 月 奈良先端科学技術大学院大学監事

監事 三木 弼一 平成 20 年 4 月 1 日～ 平成 9 年 6 月 松下電器産業株式会社取締役（マル

（非常勤） 平成 22 年 3 月 31 日 チメディア技術担当）

平成 11 年 6 月 同常務取締役（技術担当、海外研究

所担当）
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平成 12 年 6 月 同常務取締役（知的財産権担当）

平成 13 年 6 月 同代表取締役専務（技術・品質・環

境担当、知的財産権担当、海外研究

所担当）

平成 15 年 7 月 同技術特別顧問

平成 18 年 2 月 同客員

平成 18 年 4 月 株式会社ゼンテック・テクノロジー

・ジャパン最高顧問

（平成 20 年 3 月まで）

平成 18 年 7 月 株式会社ビジョナリスト代表取締役

社長

平成 20 年 4 月 奈良先端科学技術大学院大学監事

１１．教職員の状況（平成２１年５月１日現在）

教員 ５６７人（うち常勤 ２１７人、非常勤 ３５０人）

職員 ２７９人（うち常勤 １５４人、非常勤 １２５人）

（常勤教職員の状況）

常勤教職員は、前年度比で８人（２．２％）増加しており、平均年齢は、３９．０歳

（前年度３８．５歳）となっております。
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「Ⅲ 財務諸表の概要」

（勘定科目の説明については、別紙「財務諸表の科目」を参照願います。）

１．貸借対照表（詳細については http://www.naist.jp/corporate/index_j.html を参照）

（単位：百万円）

資産の部 金額 負債の部 金額

固定資産 29,989 固定負債 10,011
有形固定資産 29,806 資産見返負債 3,071
土地 9,656 長期借入金等 5,428
建物 19,610 その他の固定負債 1,511
減価償却累計額等 △ 5,635 流動負債 4,167

構築物 916 運営費交付金債務 －
減価償却累計額等 △ 314 その他の流動負債 4,167

工具器具備品 11,442
減価償却累計額等 △ 6,735 負債合計 14,178

その他の有形固定資産 866
その他の固定資産 182 純資産の部

流動資産 3,020 資本金 18,814
現金及び預金 2,701 政府出資金 18,814
その他の流動資産 318 資本剰余金 △ 652

利益剰余金 668

純資産合計 18,830

資産合計 33,009 負債純資産合計 33,009

２．損益計算書（詳細については http://www.naist.jp/corporate/index_j.html を参照）

（単位：百万円）

金額

経常費用（A） 9,148

業務費 8,704
教育経費 877
研究経費 1,458
教育研究支援経費 1,386
人件費 3,650
その他 1,332

一般管理費 299
財務費用 144

経常収益(B) 9,377

運営費交付金収益 5,334
学生納付金収益 686
その他の収益 3,356

臨時損益(C) 115

目的積立金取崩額(D) 50

当期総利益（B-A+C+D） 395
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３．キャッシュ・フロー計算書
（詳細については http://www.naist.jp/corporate/index_j.html を参照）

（単位：百万円）

金額

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー(A) 2,654

人件費支出 △ 4,134
その他の業務支出 △ 3,128
運営費交付金収入 6,306
学生納付金収入 642
その他の業務収入 2,969

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー(B) △ 1,239

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー(C) △ 1,672

Ⅳ資金に係る換算差額(D) －

Ⅴ資金減少額（E=A+B+C+D） △ 257

Ⅵ資金期首残高(F) 2,958

Ⅶ資金期末残高（G=F+E） 2,701

４．国立大学法人等業務実施コスト計算書
（詳細については http://www.naist.jp/corporate/index_j.html を参照）

（単位：百万円）

金額

Ⅰ業務費用 6,366

損益計算書上の費用 9,153
（控除）自己収入等 △ 2,786

（その他の国立大学法人等業務実施コスト）
Ⅱ損益外減価償却相当額 1,064
Ⅲ損益外減損損失相当額 0
Ⅳ引当外賞与増加見積額 2
Ⅴ引当外退職給付増加見積額 137
Ⅵ機会費用 384

Ⅶ国立大学法人等業務実施コスト 7,955

５．財務情報

（１）財務諸表の概況

① 主要な財務データの分析（内訳・増減理由）

ア．貸借対照表関係

（資産合計）

平成２１年度末現在の資産合計は、前年度比１，０１０百万円（３.１％）

（以下、特に断らない限り前年度比・合計）増の３３，００９百万円となっ
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ている。

主な増加要因としては、建物の新設により３６７百万円（２.７％）増の

１３，９７４百万円となったこと、及び工具、器具及び備品が、大型リース

資産の新規取得等により７９６百万円（２０.３％）増の４，７０７百万円と

なったことが挙げられる。

（負債合計）

平 成 ２ １ 年 度 末 現 在 の 負 債 合 計 は 、 ８ ９ ０ 百 万 円 (６ .７ ％ )増 の

１４，１７８百万円となっている。主な増加要因としては、長期未払金が、

大型リース資産の新規取得により５４３百万円（５６.２％）増の１，５０８

百万円となったこと、及び資産見返補助金等が、補助金（研究拠点形成費等

補助金（教育研究高度化のための支援体制整備事業）、科学技術総合推進費補

助金、設備整備費補助金）の新規採択に伴う取得資産の増加により３００百

万円（４９４.５％）増の３６１百万円となったことが挙げられる。

また、主な減少要因としては、平成１７年度に実施した大学用地一括購入

のための借入金の返済により、長期借入金が５４２百万円（９.０％）減の

５，４２８百万円となったこと、及び第１期中期目標期間最終年度にあたり

運営費交付金債務残高を全て収益化したことにより、運営費交付金債務が

１３１百万円（１００.０％）減の０円となったことが挙げられる。

（純資産合計）

平成２１年度末現在の純資産合計は、１２０百万円 （０.６％）増の

１８，８３０百万円となっている。主な増加要因としては、研究教育の質の

向上及び組織運営改善積立金を財源とした資産の取得の増加、及び大学用地

購入に係る借入金の返済等により、資本剰余金が２，０５２百万円（４６.０

％）増の６，５１０百万円となったことが挙げられる。

また、主な減少要因としては、損益外の資産に係る減価償却等の見合いと

して損益外減価償却累計額(－)が１，０６１百万円（１７.３％）減の

△７，１６３百万円となったこと、及び研究教育の質の向上及び組織運営改

善積立金を執行したことにより９７５百万円（９９.８％）減の１百万円とな

ったことが挙げられる。

イ．損益計算書関係

（経常費用）

平成２１年度の経常費用は、５百万円（０.０％）減の９,１４８百万円と

なっている。主な増加要因としては、教育経費が、補助金（研究拠点形成費

等補助金（若手研究者養成費）、設備整備費補助金）の新規採択等により９６

百万円（１２.３％）増の８７７百万円となったこと、及び受託研究の受入額

の増加により、受託研究費が４７百万円（３.８％）増の１，２５３百万円と
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なったことが挙げられる。

また、主な減少要因としては、法人化以前に取得した資産のうち前年度に

減価償却を終えたものが増加したことにより、研究経費が１５１百万円

（９.４％）減の１，４５８百万円となったことが挙げられる。

（経常収益）

平成２１年度の経常収益は７２百万円（０.７％）減の９，３７７百万円と

なっている。

主な増加要因としては、補助金（研究拠点形成費等補助金（若手研究者養

成費、教育研究高度化のための支援体制整備事業）、科学技術総合推進費補助

金、設備整備費補助金）の新規採択により、補助金等収益が２７１百万円

（５５.７％）増の７５８百万円となったこと、及び受託研究の受入額の増加

により、受託研究等収益が６７百万円（５.６％）増の１，２６３百万円とな

ったことが挙げられる。

また、主な減少要因としては、効率化係数による運営費交付金の交付額減

少等により、運営費交付金収益が３３６百万円（５.９％）減の５，３３４百

万円となったこと、及び法人化以前に取得した資産のうち前年度に減価償却

を終えたものが増加したことにより、資産見返物品受贈額戻入が１８４百万

円（７９.２％）減の４８百万円となったことが挙げられる。

（当期総損益）

上記経常損益の状況、並びに臨時損失４百万円、臨時利益１２０百万円、

及び目的積立金を使用したことによる目的積立金取崩額５０百万円を計上し

た結果、平成２１年度の当期総損益は１０５百万円（３６.３％）増の３９５

百万円となっている。

ウ．キャッシュ・フロー計算書関係

（業務活動によるキャッシュ・フロー）

平成２１年度の業務活動によるキャッシュ･フローは１１７百万円(４.６

％）増の２，６５４百万円となっている。

主な増加要因としては、補助金等収入が６３８百万円（１３５.２％）増の

１，１１０百万円となったこと、及び授業料収入が６百万円（１.２％）増の

４９８百万円となったことが挙げられる。

主な減少要因としては、運営費交付金収入が２５７百万円（３.９％）減の

６，３０６百万円となったこと、原材料、商品又はサービスの購入による支

出が７１百万円（２.５％）増の△２，８７３百万円となったこと、及び寄附

金収入が５５百万円（１９.１％）減の２３２百万円となったことが挙げられ

る。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

平成２１年度の投資活動によるキャッシュ ･フローは７７６百万円

(１６７.８％）減の△１，２３９百万円となっている。

主な増加原因としては、施設費による収入が３０５百万円（２，３９４.４

％）増の３１８百万円となったことが挙げられる。

主な減少原因としては、有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出

が１，０７１百万円（１８６.７％）増の△１，６４４百万円となったことが

挙げられる。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

平成２１年度の財務活動によるキャッシュ・フローは１５百万円（０.９％）

増の△１，６７２百万円となっている。

主な増加原因としては、利息の支払額が１３百万円（８.３％）減の

△１５２百万円となったこと、及びリース債務の返済による支出が１百万円

（０.１％）減の△９７７百万円となったことが挙げられる。

エ．国立大学法人等業務実施コスト計算書関係

（国立大学法人等業務実施コスト）

平成２１年度の国立大学法人等業務実施コストは、１１百万円（０.１％）

減の７，９５５百万円となっている。

主な増加要因としては、引当外退職給付増加見積額の算定対象となる教職

員数が増加したことにより８３百万円（１５５.６％）増の１３７百万円とな

ったことが挙げられる。

また、主な減少要因としては、受託研究、受託事業の受入額が増加したこ

とにより、（控除）自己収入等が１１３百万円（４.２％）増の△２，７８６

百万円となったことが挙げられる。

(表) 主要財務データの経年表 （単位：百万円）

区分 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

資産合計 34,479 33,785 32,617 31,998 33,009
負債合計 15,020 14,690 13,693 13,287 14,178
純資産合計 19,458 19,095 18,923 18,710 18,830
経常費用 9,099 8,952 9,091 9,154 9,148
経常収益 9,351 9,219 9,556 9,450 9,377
当期総損益 245 423 523 289 395 (注１)

業務活動によるキャッシュ・フロー 2,077 2,749 2,242 2,536 2,654
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 9,002 △ 884 △ 443 △ 462 △ 1,239 (注２)

財務活動によるキャッシュ・フロー 7,111 △ 1,559 △ 1,645 △ 1,687 △ 1,672
資金期末残高 2,112 2,418 2,572 2,958 2,701
国立大学法人等業務実施コスト 8,024 7,743 7,641 7,966 7,955
（内訳）

業務費用 6,409 6,260 6,289 6,490 6,366
うち損益計算書上の費用 9,108 8,952 9,091 9,163 9,153
うち自己収入 △ 2,699 △ 2,692 △ 2,801 △ 2,672 △ 2,786
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損益外減価償却相当額 1,312 1,238 1,189 1,049 1,064
損益外減損損失相当額 － 0 － － 0
引当外賞与増加見積額 － － 0 △ 14 2 （注３）

引当外退職給付増加見積額 △ 78 △ 90 △ 86 53 137 （注４）

機会費用 380 335 249 387 384
（注１）第１期中期目標期間の最終事業年度にあたり、運営費交付金残高を全て収益化したことに

伴い臨時利益が増加したこと、及び目的積立金を執行したことにより増加している。
（注２）有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出が、多額であったことにより増加してい

る。
（注３）見積額算定の対象となる教職員数の増加により増加している。
（注４）見積額算定の対象となる教職員数の増加により増加している。

② セグメントの経年比較・分析（内容・増減理由）

ア．業務損益

奈良先端科学技術大学院大学の業務損益は２２８百万円と、前年度比６６百

万円（２２.５％）減となっている。主な増加要因としては、補助金（研究拠

点形成費等補助金（若手研究者養成費、教育研究高度化のための支援体制整備

事業）、科学技術総合推進費補助金、設備整備費補助金）の新規採択により、

補助金等収益が２７１百万円（５５.７％）増の７５８百万円となったことが

挙げられる。

主な減少要因としては、効率化係数による運営費交付金の交付額減少等によ

り、運営費交付金収益が３３６百万円（５.９％）減の５，３３４百万円とな

ったことが挙げられる。

(表) 業務損益の経年表 (単位：百万円)

区分 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

奈良先端科学技

術大学院大学 251 266 465 295 228 （注１）

合計 251 266 465 295 228
（注１）主に、効率化係数による運営費交付金の交付額減少等に伴う運営費交付金収益の減少

により減少している。

イ．帰属資産

奈良先端科学技術大学院大学の総資産は３３，００９百万円と、前年度比

１，０１０百万円（３.１％）増となっている。主な増加要因としては、建物

の新設により３６７百万円（２.７％）増の１３，９７４百万円となったこと、

及び工具、器具及び備品が、大型リース資産の新規取得等により７９６百万円

（２０.３％）増の４，７０７百万円となったことが挙げられる。

(表) 帰属資産の経年表 (単位：百万円)

区分 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

奈良先端科学技

術大学院大学 34,479 33,785 32,617 31,998 33,009
合計 34,479 33,785 32,617 31,998 33,009
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③ 目的積立金の申請状況及び使用内訳等

当期総利益３９５百万円、研究教育の質の向上及び組織運営改善積立金１百万

円、及び平成２０年度から繰り越した積立金２７２百万円については、国庫納付

金額１２０百万円を除いた５４８百万円を、第２期中期目標期間へ繰越申請して

いる。

平成２１年度においては、研究教育の質の向上及び組織運営改善積立金の目的

に充てるため、１，２６６百万円を使用した。

（２）施設等に係る投資等の状況（重要なもの）

① 当事業年度中に完成した主要施設等

総合研究実験棟（取得原価７２０百万円）

② 当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充

自動火災報知設備改修工事（当事業年度増加額 １百万円、総投資見込額 ８２

百万円）

情報科学研究科空調設備改修工事（当事業年度増加額 １４５百万円、総投資

見込額 ２５６百万円）

エレベーター停電時管制装置等設置工事（当事業年度増加額 ０円、総投資見込額

２４百万円）

③ 当事業年度中に処分した主要施設等

該当無し

④ 当事業年度において担保に供した施設等

該当無し

（３）予算・決算の概況

以下の予算・決算は、国立大学法人等の運営状況について、国のベースにて表示

しているものである。

（単位：百万円）

区分 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由

収入 9,876 19,125 9,501 9,591 9,294 9,833 9,226 9,909 10,340 11,561
運営費交付金収入 6,257 6,257 6,795 6,795 6,538 6,539 6,687 6,682 6,341 6,317
補助金等収入 － 46 73 85 － 495 118 490 509 1,086 （注１）

学生納付金収入 668 665 649 656 672 636 673 634 652 638
その他収入 2,951 12,157 1,984 2,055 2,084 2,162 1,748 2,100 2,838 3,518 （注２）

支出 9,876 18,835 9,501 9,072 9,294 9,314 9,226 9,524 10,340 11,310
教育研究経費 6,103 5,592 5,361 4,990 5,592 4,932 5,453 5,151 6,187 6,242
一般管理費 939 9,368 1,608 1,588 1,478 1,418 1,553 1,541 1,512 1,327 （注３）

その他支出 2,834 3,875 2,532 2,494 2,224 2,963 2,220 2,831 2,641 3,740 （注４）

収入－支出 － 290 － 519 － 519 － 384 － 250 －

（注１）補助金等収入については、予算段階では予定していなかった交付を受けたことにより、予

算金額に比して決算金額が５７７百万円多額となっている。

（注２）その他収入については、主として受託研究等の受入額が予算金額に比して決算金額が多額

だったことにより、予算金額に比して決算金額が６８２百万円多額となっている。
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（注３）一般管理費については、経費の節減及び効率的な執行に努めたことにより、予算金額に比

して決算金額が１８４百万円少額となっている。

（注４）その他支出については、主として予算段階では予定していなかった補助金等の交付を受けた

こと及び受託研究等の受入額が予算金額に比して決算金額が多額だったことにより、予算金額に

比して決算金額が１，０９８百万円多額となっている。

「Ⅳ 事業の実施状況」

（１）財源構造の概略等

当法人の経常収益は９，３７７百万円で、その内訳は、運営費交付金収益５，３３４

百万円（５６.８％（対経常収益比、以下同じ。））、受託研究等収益１,２６３百万円

（１３.４％）、補助金等収益７５８百万円（８.０％）、授業料収益５４０百万円

（５.７％）、その他収益１，４８１百万円（１６.１％）となっている。

（２）財務データ等と関連付けた事業説明

学内において、セグメント区分は行っておらず、大学全体を一つのセグメントとして

事業を展開している。平成２１年度においては、年度計画において定めた教育研究の質

の向上に向けて、教育・研究・産官学連携等に関する事業を以下のとおり行った。

・運営費交付金（特別教育研究経費）に採択された「大学院教育グローバル化プログラ

ム」（総額５８百万円（学内負担額含む））により、留学生支援制度の整備、講義及び

学位審査のための海外研究者の招聘、国際ＦＤ研修会の開催等、大学院教育のグローバ

ル化に向けた取組を推進した。

・物質創成科学研究科の教育プログラム「新領域を切り拓く光ナノ研究者の養成」（平

成21年度採択）をはじめ、３研究科全てが「組織的な大学院教育改革支援プログラム」

又は「大学院教育改革支援プログラム」に採択され、全学的に大学院教育の実質化及び

国際的教育環境の醸成を推進することができた。

・授業について、授業成績の評価基準をシラバスに明示し、適切な成績評価を実施する

とともに、学位審査の観点・基準も学生ハンドブックに明らかにし、複数指導教員制や

中間報告会を充実させ、研究の達成度を適切に評価を行い、平成２１年度、修士３４３

人、博士７８人に学位を授与し、社会で研究者・技術者として活躍できる修了者を輩出

することができた。

・研究成果について、「Ｍｏｌｅｃｕｌａｒ Ｃｅｌｌ」等のトップジャーナルでの発

表を含み、査読付きの国際誌は７０６件の論文発表、査読付き国際会議論文は３０５件、

国際学会発表は６０７件の実績を上げることができた。

・受託研究（８９件、１，１６４百万円）、共同研究（６６件、１４７百万円）の受け

入れを行い、産官学連携による研究を順調に推進した。
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・ＮＡＩＳＴ東京フォーラム「先端科学技術と国際戦略」、ＮＡＩＳＴ産学連携フォー

ラムを引き続き開催するほか、文部科学省「戦略展開プログラム（国際的な産学官連携

活動の推進）」の一環として、海外セミナーの開催や海外出展事業への出展等により本

学の研究成果を海外に向けて積極的に発信した。

・産官学連携推進本部の積極的な取組により、海外企業を含めたライセンス等の契約を

行うなど、産業界に研究成果を還元することができた。

（３）課題と対処方針等

当法人では、運営費交付金の縮減に対応するため、人件費の抑制及び経費の節減、外

部資金の獲得並びに学生の確保に努めた。

・人件費の抑制のため、人件費削減計画や研究分野の進展等を踏まえ、教授及び准教授

については、優秀な若手教員を採用することとし、助教については、原則、５年間を限

度とする任期を付して人事の流動性を高め、従前から教員の平均年齢を抑制する取組の

結果、中期計画における総人件費改革の人件費削減計画４％に対し、計画どおり達成す

ることができた。

・経費の節減のため、定期刊行物等の事務用図書の見直しを実施した他、蛍光ランプに

ついては単価契約の推進及び契約内容の見直しを実施し、これらの取組により、管理的

経費を約３百万円削減することができた。また、照明器具の高効率型への改修など省エ

ネルギー対策を推進した。

・各種競争的資金、助成金等に係る公募情報のメール通知、学内専用ウェブサイトへの

最新情報の掲載に加え、事業担当者を招聘しての公募及び事業説明会の開催等を行い、

外部資金獲得を促した。この結果、外部資金約２，７８２百万円、うち間接経費として

約５０２百万円を獲得することができた。

・学生の確保については、戦略的な広報活動及び魅力ある教育研究環境の充実により、

博士前期課程の定員充足率は１０６％、博士後期課程については、９４％（平成２１年

５月１日現在）と９０％以上を確保することができ、授業料収入においても４９７百万

円の収入があった。

また、施設・設備については、キャンパスマスタープランに基づき、融合領域等の先

端的研究に供する総合研究実験棟の整備に着手するとともに、重点戦略経費に加え目的

積立金及び競争的資金等も活用し先端研究に必要な設備整備を戦略的に推進した。
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「Ⅴ その他事業に関する事項」

１．予算、収支計画及び資金計画

（１）予算

決算報告書参照（http://www.naist.jp/corporate/index_j.html）
（２）収支計画

年度計画及び財務諸表（損益計算書）参照（http://www.naist.jp/corporate/index_j.html）
（３）資金計画

年度計画及び財務諸表（キャッシュ・フロー計算書）参照

（http://www.naist.jp/corporate/index_j.html）

２．短期借入れの概要

短期借入金の限度額を１６億円としている。今年度の短期借入れの実績は無し。

３．運営費交付金債務及び当期振替額の明細

（１）運営費交付金債務の増減額の明細
（単位：百万円）

当期振替額
交付金当

交付年度 期首残高 期交付金 運営費交 資 産 見 返 建設仮勘定 資本 期末残高
付金収益 運 営 費 交 見返運営費 剰余金 小計

付金 交付金

１７年度 14 － 14 － － － 14 －

１８年度 0 － 0 － － － 0 －

１９年度 70 － 70 － － － 70 －

２０年度 46 － 46 － － － 46 －

２１年度 － 6,306 5,323 272 167 542 6,306 －

当期振替額の運営費交付金収益には、国立大学法人会計基準注解 50 第 3 項の規定に基づき、臨時利益
に計上した金額が 120 百万円含まれている。

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細

①平成１７年度交付分
（単位：百万円）

区 分 金 額 内 訳

業 務 達 成 基 運 営 費 交 付 － 該当なし
準 に よ る 振 金収益
替額

資 産 見 返 運 －
営費交付金

資本剰余金 －



- 18 -

計 －

期 間 進 行 基 運 営 費 交 付 － 該当なし
準 に よ る 振 金収益
替額

資 産 見 返 運 －
営費交付金

資本剰余金 －

計 －

費 用 進 行 基 運 営 費 交 付 － 該当なし
準 に よ る 振 金収益
替額

資 産 見 返 運 －
営費交付金

資本剰余金 －

計 －

国 立 大 学 法 14 ①費用進行基準を採用した事業等：休職者給与、一般施設
人 会 計 基 準 借料
第 7 7第 ３ 項 （振替額：14）
に よ る 振 替
額

合計 14

①平成１８年度交付分
（単位：百万円）

区 分 金 額 内 訳

業 務 達 成 基 運 営 費 交 付 － 該当なし
準 に よ る 振 金収益
替額

資 産 見 返 運 －
営費交付金

資本剰余金 －

計 －

期 間 進 行 基 運 営 費 交 付 － 該当なし
準 に よ る 振 金収益
替額

資 産 見 返 運 －
営費交付金
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資本剰余金 －

計 －

費 用 進 行 基 運 営 費 交 付 0 ①費用進行基準を採用した事業等：認証評価経費
準 に よ る 振 金収益 ②当該業務に係る損益等
替額 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：0

資 産 見 返 運 － (報酬・委託・手数料：0)
営費交付金 ｲ)自己収入に係る収益計上額：0

ｳ)固定資産の取得額：0
資本剰余金 － ③運営費交付金の振替額の積算根拠

業務進行に伴い支出した運営費交付金債務0百万円を収益
化。

計 0

国 立 大 学 法 － 該当なし
人 会 計 基 準
第 7 7第 ３ 項
に よ る 振 替
額

合計 0

②平成１９年度交付分
（単位：百万円）

区 分 金 額 内 訳

業 務 達 成 基 運 営 費 交 付 － 該当なし

準 に よ る 振 金収益

替額

資 産 見 返 運 －

営費交付金

資本剰余金 －

計 －

期 間 進 行 基 運 営 費 交 付 － 該当なし

準 に よ る 振 金収益

替額

資 産 見 返 運 －

営費交付金

資本剰余金 －

計 －

費 用 進 行 基 運 営 費 交 付 42 ①費用進行基準を採用した事業等：退職手当
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準 に よ る 振 金収益 ②当該業務に係る損益等

替額 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：42

資 産 見 返 運 － (人件費：42)

営費交付金 ｲ)自己収入に係る収益計上額：0

ｳ)固定資産の取得額：0

資本剰余金 － ③運営費交付金の振替額の積算根拠

業務進行に伴い支出した運営費交付金債務42百万円を収

益化。

計 42

国 立 大 学 法 27 ①業務達成基準を採用した事業等：国費留学生経費

人 会 計 基 準 （振替額：0）

第 7 7第 ３ 項 ②費用進行基準を採用した事業等：退職手当

に よ る 振 替 （振替額：26）

額

合計 70

③平成２０年度交付分
（単位：百万円）

区 分 金 額 内 訳

業 務 達 成 基 運 営 費 交 付 － 該当なし
準 に よ る 振 金収益
替額

資 産 見 返 運 －
営費交付金

資本剰余金 －

計 －

期 間 進 行 基 運 営 費 交 付 － 該当なし
準 に よ る 振 金収益
替額

資 産 見 返 運 －
営費交付金

資本剰余金 －

計 －

費 用 進 行 基 運 営 費 交 付 0 ①費用進行基準を採用した事業等：用地一括購入長期借入
準 に よ る 振 金収益 金債務償還経費
替額 ②当該業務に係る損益等

資 産 見 返 運 － ｱ)損益計算書に計上した費用の額：0
営費交付金 (支払利息：0)

ｲ)自己収入に係る収益計上額：0
資本剰余金 － ｳ)固定資産の取得額：0

③運営費交付金の振替額の積算根拠
業務進行に伴い支出した運営費交付金債務0百万円を収益

計 0 化。
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国 立 大 学 法 46 ①業務達成基準を採用した事業等：国費留学生経費、再チ
人 会 計 基 準 ャレンジ支援経費
第 7 7第 ３ 項 （振替額：0）
に よ る 振 替 ②期間進行基準を採用した事業等：業務達成基準及び費用
額 進行基準を採用した業務以外の全ての業務

（振替額：19）
③費用進行基準を採用した事業等：退職手当

（振替額：26）

合計 46

④平成２１年度交付分
（単位：百万円）

区 分 金 額 内 訳

業 務 達 成 基 運 営 費 交 付 283 ①業務達成基準を採用した事業等：植物科学・研究推進・
準 に よ る 振 金収益 教育推進創出事業、大学院教育グローバル化プログラム、
替額 社会人教育支援経費、最先端メディカルフォトニックデバ

資 産 見 返 運 75 イスの研究推進、アンビエント環境知能研究創出事業、留
営費交付金 学生受入促進等経費

②当該業務に関する損益等
資本剰余金 － ｱ)損益計算書に計上した費用の額：223

(人件費：96、消耗品費：64、その他の経費：62)
ｲ)自己収入に係る収益計上額：0

計 358 ｳ)固定資産の取得額：工具、器具及び備品 75
ｴ)ファイナンスリースに係る債務の返還額：49

②運営費交付金収益化額の積算根拠
植物科学・研究推進・教育推進創出事業については、平

成21年度に終了する事業であり、十分な成果を上げたと認
められることから、運営費交付金債務を全額収益化。
大学院教育グローバル化プログラムについては、平成 22 年
度に終了する事業であり、十分な成果を上げたと認められ
ることから、運営費交付金債務を全額収益化。

社会人教育支援経費については、予定した人数の就学機
会を確保できなかったため、当該未達分を除いた額10百万
円を収益化。

最先端メディカルフォトニックデバイスの研究推進につ
いては、平成21年度に終了する事業であり、十分な成果を
上げたと認められることから、運営費交付金債務を全額収
益化。

アンビエント環境知能研究創出事業については、平成21
年度に終了する事業であり、十分な成果を上げたと認めら
れることから、運営費交付金債務を全額収益化。

留学生受入促進等経費については、予定した在籍者数を
確保したため、運営費交付金債務を全額収益化。

期 間 進 行 基 運 営 費 交 付 4,902 ①期間進行基準を採用した事業等：業務達成基準及び費用
準 に よ る 振 金収益 進行基準を採用した業務以外の全ての業務
替額 ②当該業務に関する損益等

資 産 見 返 負 364 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：4,358
債 (人件費：3,034、消耗品費：251、その他の経費：1,072)

ｲ)自己収入に係る収益計上額：0
資本剰余金 － ｳ)固定資産の取得額：工具、器具及び備品 102、建設仮

勘定 145、建物及び附属設備 48、その他の資産 66
ｴ)ファイナンスリースに係る債務の返還額：329

計 5,267 ③運営費交付金の振替額の積算根拠
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学生収容定員が一定数（90％）を満たしていたため、期
間進行業務に係る運営費交付金債務を全額収益化。

費 用 進 行 基 運 営 費 交 付 106 ①費用進行基準を採用した事業等：用地一括購入長期借入
準 に よ る 振 金収益 金債務償還経費、障害学生学習等支援経費
替額 ②当該業務に係る損益等

資 産 見 返 運 0 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：106
営費交付金 (支払利息：106)

ｲ)自己収入に係る収益計上額：0
資本剰余金 542 ｳ)固定資産の取得額：建物及び附属設備 0

ｴ)用地一括購入長期借入金債務償還費用：542
③運営費交付金の振替額の積算根拠

計 649 業務進行に伴い支出した運営費交付金債務106百万円を収
益化。

国 立 大 学 法 31 ①業務達成基準を採用した事業等：社会人教育支援経費
人 会 計 基 準 （振替額：0）
第 7 7第 ３ 項 ②費用進行基準を採用した事業等：退職手当
に よ る 振 替 （振替額：30）
額

合計 6,306

（３）運営費交付金債務残高の明細

運営費交付金債務残高については、国立大学法人会計基準第 77 第 3 項により精算
のための収益化を行ったことにより、発生していない。
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（別紙）

■財務諸表の科目

１．貸借対照表

有形固定資産：土地、建物、構築物等、国立大学法人等が長期にわたって使用する有

形の固定資産。

減価償却累計額等：減価償却累計額及び減損損失累計額。

その他の有形固定資産：図書、車両運搬具等が該当。

その他の固定資産：無形固定資産（特許権等）、投資その他の資産（投資有価証券等）

が該当。

現金及び預金：現金(通貨及び小切手等の通貨代用証券)と預金（普通預金、当座預金

及び一年以内に満期又は償還日が訪れる定期預金等）の合計額。

その他の流動資産：未収学生納付金収入、医薬品及び診療材料、たな卸資産等が該当。

資産見返負債：運営費交付金等により償却資産を取得した場合、当該償却資産の貸借

対照表計上額と同額を運営費交付金債務等から資産見返負債に振り替える。計上された

資産見返負債については、当該償却資産の減価償却を行う都度、それと同額を資産見返

負債から資産見返戻入（収益科目）に振り替える。

長期借入金等：事業資金の調達のため国立大学法人等が借り入れた長期借入金、長期

リース債務等が該当。

運営費交付金債務：国から交付された運営費交付金の未使用相当額。

政府出資金：国からの出資相当額。

資本剰余金：国から交付された施設費等により取得した資産(建物等)等の相当額。

利益剰余金：国立大学法人等の業務に関連して発生した剰余金の累計額。

２．損益計算書

業務費：国立大学法人等の業務に要した経費。

教育経費：国立大学法人等の業務として学生等に対し行われる教育に要した経費。

研究経費：国立大学法人等の業務として行われる研究に要した経費。

教育研究支援経費：附属図書館等の特定の学部等に所属せず、法人全体の教育及び研

究の双方を支援するために設置されている施設又は組織であって学生及び教員の双方が

利用するものの運営に要する経費。

人件費：国立大学法人等の役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費等の経費。

一般管理費：国立大学法人等の管理その他の業務を行うために要した経費。

財務費用：支払利息等。

運営費交付金収益：運営費交付金のうち、当期の収益として認識した相当額。

学生納付金収益：授業料収益、入学料収益、入学検定料収益の合計額。

その他の収益：受託研究等収益、寄附金等収益、補助金等収益等。

臨時損益：固定資産の売却（除却）損益、災害損失等。

目的積立金取崩額：目的積立金とは、前事業年度以前における剰余金（当期総利益）

のうち、特に教育研究の質の向上に充てることを承認された額のことであるが、それか

ら取り崩しを行った額。
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３．キャッシュ・フロー計算書

業務活動によるキャッシュ・フロー：原材料、商品又はサービスの購入による支出、

人件費支出及び運営費交付金収入等の、国立大学法人等の通常の業務の実施に係る資金

の収支状況を表す。

投資活動によるキャッシュ・フロー：固定資産や有価証券の取得・売却等による収入

・支出等の将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動に係る資金の収支状

況を表す。

財務活動によるキャッシュ・フロー：増減資による資金の収入・支出、債券の発行・

償還及び借入れ・返済による収入・支出等、資金の調達及び返済等に係る資金の収支状

況を表す。

資金に係る換算差額：外貨建て取引を円換算した場合の差額相当額。

４．国立大学法人等業務実施コスト計算書

国立大学法人等業務実施コスト：国立大学法人等の業務運営に関し、現在又は将来の

税財源により負担すべきコスト。

損益計算書上の費用：国立大学法人等の業務実施コストのうち、損益計算書上の費用

から学生納付金等の自己収入を控除した相当額。

損益外減価償却相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が

予定されない資産の減価償却費相当額。

損益外減損損失相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が

予定されない資産の減損損失相当額。

引当外賞与増加見積額：支払財源が運営費交付金であることが明らかと認められる場

合の賞与引当金相当額の増加見積相当額。前事業年度との差額として計上（当事業年度

における引当外賞与引当金見積額の総額は、貸借対照表に注記）。

引当外退職給付増加見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが明らかと

認められる場合の退職給付引当金増加見積額。前事業年度との差額として計上（当事業

年度における引当外退職給付引当金見積額の総額は貸借対照表に注記）。

機会費用：国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料により賃貸した場

合の本来負担すべき金額等。


